
移転価格税制に関する最新情報：ベトナムの移転価格税制
実施に関わるいくつかの留意事項 

移転価格に関するDecree 20/2017/ND-CPおよび
Circular 41/2017/TT-BTCの1年以上にわたる施行状

況を振り返る 

2017年5月1日から施行されている移転価格に関する
政令Decree 20/2017/ND-CP (“Decree 20”) およ
びそのガイダンスCircular 41/2017/TT-BTC 
(“Circular 41”) は、移転価格税制の法制化、税
収喪失対策の一環として重要な一歩です。 

この新しい政令およびそのガイダンスがその他関連
規定（2018年7月1日から施行されている新しい技術
移転法とその施行細則Decree 76/2018/ND-CPな
ど）と共に施行されて1年以上が経ちます。今回は、
税務当局と企業との間の正式な意見交換から得た重
要な論点の概要をご案内申し上げたく存じます。関
連者間取引が発生する企業の方々のご参考になれば
幸いです。 
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移転価格文書の作成および移
転価格調査の過程での留意 
事項 

内可能であれば、（独立企業間価格に基づく売上および売上 

原価がある）製品または製品グループの利益率など内部比較対象 

が優先されることにご留意下さい。 

選定する外部比較対象の類似性（例えば、産業分類の細分類、 

機能、地理的市場、資本規模および資本構造など）を注意深く 

検討します。ベトナムが強みを持つ特定の業種・分野 

農業、縫製、皮革・靴など）についてはベトナム国内の比 

較対象使用を考慮します。 

一定の場合（例えば、複数年度にわたり損失計上が続き合理的 

に損失の理由が証明できない場合など）には自主的な移転価格 

調整を考慮します。自主的な調整をしますと、過少申告額に対 

する20%の加算税などの罰金を避けることができ、また、移転 

価格調整により発生する追加課税所得に対しても優遇措置の適 

用ができるなどのメリットもあります。 

関連者間取引開示申告書での申告情報と移転価格文書での分 

析情報との間の整合性を保ちます。 

会社利益率の比較分析内容のみに焦点を当てるのではなく、 

取引毎の範囲における経済的実質および証憑書類をより注意深く 

チェックします（移転価格および損金算入可否の双方の観点から）。 

1. 
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関連者との間で技術移転契約、技術支援契約を実施する
にあたり考慮すべき事項 

関連者へのロイヤリティ支払額に対して実施する分析方法には独立価格比準法を適用

します。これは新しい技術移転法の規定にも準拠しています。この新しい技術移転法

によれば、関連者を相手とする技術移転の場合には、税務当局による要請があった際

には法令の規定に基づき技術の価格評価の形式を介して監査を行います。 

  

取引の経済的実質（例えば、実際に発生した取引、証憑書類、取引が被許諾者側に実

際の価値をもたらしたか、他役務サービスの範囲との重複がないか、許諾者側の能力

など） 

  

新しい技術移転法の規定によれば、外国からベトナムへの技術移転は管轄当局への届

出対象に該当します。技術移転契約の管轄当局への届出に際しては、2018年7月1日か

ら施行されている新しい技術移転法（およびその施行細則など）の具体的な規定（必

要とされる契約条項、技術移転の対象、届出書類などに関する規定）に準拠した技術

移転契約とする必要があることに留意する必要があります。 

  

2018年7月1日（新しい技術移転法の施行日）前に締結した契約を「訂正」する場合、

管轄当局へは届出する権利も届出しない権利もあります（「延長」の場合を除く）1。 

 

 

1. 2018年9月28日付け科学技術省Official Letter 3050/BKHCN-DTG 

2. 
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2. 2018年10月5日付け税務総局Official Letter 3790/TCT-DNL 

関連者間取引を持つ場合の借入利息 3. 
 関連者間取引が発生する企業の場合に損金算入可能な借入利息額がEBITDAの20%を超えないとされる問題については、 

2018年末現在、関連者間取引が発生する企業に対して損金算入が認められる借入利息額の計算方法に関する極め 

て明確な考え方が税務総局により提示されています。これによれば、当期EBITDA（利払前・税引前・減価償却前利益） 

の20%を超えないとされる当期借入利息総額は、関連者からの借入か非関連者からの借入かを問いません。 

  

  但し、2017年における政令20の適用期間、EBITDAがゼロまたはマイナスになった場合の借入利息の損金算入可能額の 

計算に関する問題など税務総局による最終的な見解がまだ出ていない問題が残っています2。 

  

  実際には、財務取引が複雑であり比較情報が入手困難であることから、借入利息に関する比較分析の実施はベトナム 

ではまだ一般的になっていません。法令遵守の観点からも、税務当局からの質問があった場合に関連者への借入利息 

と比較し説明する根拠とするために、可能であれば非関連者の借入情報（例えば、企業と商業銀行との間の取引、 

第三者からのデータ）の収集を考慮した方が良いでしょう。2018年10月5日付け税務総局Official Letter 3790/TCT-DNL 
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以上は、最新情報をご参照頂くために概要をまとめさせて頂きました。具体的な課題をお持ち 

の場合には、弊社Grant Thorntonの専門家へお問い合わせ下さい。 


